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平
成
20
年
度
決
算
状
況

市
の
家
計
簿

平
成
20
年
度
決
算
状
況

を
お
知
ら
せ
し
ま
す

一般会計歳入

　

９
月
３
日
か
ら
25
日
ま
で
開
催
さ
れ
た
平
成
21
年
第

３
回
牛
久
市
議
会
定
例
会
で
、
平
成
20
年
度
の
牛
久
市

一
般
会
計
お
よ
び
８
つ
の
特
別
会
計
の
決
算
が
承
認
さ

れ
ま
し
た
。
今
回
は「
市
の
家
計
簿
」
と
も
い
え
る
平
成

20
年
度
の
決
算
状
況
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

【
指
数
で
見
る
財
政
状
況
】

　

平
成
20
年
度
一
般
会
計
の
歳
入
歳
出
決
算
額
は
、

歳
入
が
２
２
２
億
８
８
０
９
万
２
千
円
、
歳
出
が

２
１
１
億
６
２
１
３
万
円
と
な
り
、
歳
入
歳
出
と
も
平

成
19
年
度
よ
り
増
加
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
歳
入
に
つ

い
て
は
、
県
支
出
金
や
ひ
た
ち
野
う
し
く
小
学
校
建
設

に
伴
う
市
債
の
増
加
が
主
な
要
因
と
な
っ
て
お
り
、
歳

出
に
つ
い
て
は
、
ひ
た
ち
野
う
し
く
小
学
校
の
用
地
購

入
、
牛
久
駅
西
地
区
保
育
園
整
備
、
民
間
保
育
園
の
建

設
支
援
な
ど
大
規
模
な
投
資
的
事
業
を
実
施
し
た
こ
と

に
よ
る
も
の
で
す
。
こ
れ
ら
緊
急
の
課
題
に
対
す
る
投

資
的
経
費
の
一
時
的
な
増
加
は
、
平
成
20
年
度
か
ら
21

年
度
が
ピ
ー
ク
と
な
っ
て
お
り
、
今
後
、
こ
れ
ら
投
資

的
事
業
費
の
縮
小
と
人
件
費
、
公
債
費
な
ど
の
さ
ら
な

る
縮
減
に
努
め
な
が
ら
、
医
療
や
介
護
、
あ
る
い
は
子

育
て
環
境
の
整
備
な
ど
増
加
が
見
込
ま
れ
る
扶
助
費
な

ど
の
財
源
を
確
保
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

平
成
20
年
度
の
決
算
状
況
を
自
治
体
の
財
政
状
況
を

示
す
主
な
財
政
指
数
か
ら
見
る
と
、
財
政
構
造
の
弾
力

性
を
測
定
す
る
比
率
と
し
て
使
わ
れ
る
経
常
収
支
比
率

は
、
94
・
５
％
（
前
年
度
92
・
０
％
）
と
な
り
ま
し
た
。

こ
の
指
数
は
、
値
が
大
き
い
ほ
ど
自
由
に
使
え
る
お

金
が
少
な
い
こ
と
を
意
味
し
ま
す
。
近
年
は
90
％
前
後

で
推
移
し
て
い
ま
し
た
が
、
20
年
度
は
景
気
の
低
迷
が

影
響
し
、
市
税
が
前
年
度
比
約
１
億
１
千
万
円
の
減
収

と
な
っ
た
の
を
は
じ
め
、
普
通
交
付
税
が
前
年
度
比
約

１
億
３
千
万
円
の
減
少
と
な
る
な
ど
、
経
常
一
般
財
源

の
落
ち
込
み
に
よ
り
前
年
度
比
２
・
５
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し

決 算 総 額
歳　入 歳　出

一般会計 222億8,809万2千円 211億6,213万円

特別会計 135億7,019万9千円 133億6,493万円

牛久市全体 358億5,829万1千円 345億2,706万円
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一般会計歳出【一般会計歳入】
　一般会計の歳入は税収が落ち込む中で、ひたち野うし
く小学校の建設事業に伴う市債の増額により、前年度比
5億6,784万1千円（2.6％）の増加となりました。歳入の約
53％を占める市税は、法人市民税が景気低迷の影響を
受け約2億5千万円の減少となりましたが、ひたち野地
区の街づくりの伸展に伴う固定資産税の増加や都市計画
税に支えられ、市税全体では約1億1千万円の減収にと
どまりました。
　また、現年度と滞納繰越分を含めた市税の徴収率につ
きましては、景気低迷の影響を受け、91.3％、前年度比0.2
ポイントの減少となりました。さらに、本税に伴った延
滞金の徴収額については、債権や不動産の差し押さえを
実施したことにより、19年度の4,600万円から20年度に
おいては8,700万円へ徴収額が増加しています。

【一般会計歳出】
　一般会計の歳出は、前年度と比較して4億458万5千円

（1.9％）の増加となりました。歳出のうち最も多いのが
民生費で、牛久駅西地区保育園整備事業や民間保育園建
設支援事業、生活保護費の増加により前年度比2億4,867
万7千円（4.8％）の増加となりました。
　また、教育費は来年4月開校のひたち野うしく小学校
の建設により、前年度比7億8,761万5千円 (24.5％）の大
幅な増加となりました。今後、ひたち野うしく小学校の
事業完了とともに、これら投資的経費の縮減を図りなが
ら市税の減収など、歳入減に対応した効率的な財政運営
がますます求められることとなります。
　そのほか、総務費には職員の人件費や交通安全対策
事業、行政区活動への助成などが含まれ、前年度比1億
4,784万円（4.8％）の増加となりました。

特別会計事業名 歳入 歳出 差引

国民健康保険事業 66億4,040万6千円 66億3,322万7千円 717万9千円

公共下水道事業 19億1,958万7千円 18億483万2千円 1億1,475万5千円

青果市場事業 1,929万円 1,929万円 0円

老人保健事業 4億8,276万4千円 4億8,276万4千円 0円

特別会計事業名 歳入 歳出 差引

小規模水道事業 3,733万3千円 3,408万2千円 325万1千円

介護保険事業 28億8,834万9千円 28億1,952万4千円 6,882万5千円

工業用地造成事業 8億1,529万9千円 8億536万7千円 993万2千円

後期高齢者医療事業 7億6,717万1千円 7億6,584万4千円 132万7千円

特別会計　会計別決算状況

問い合わせ　市行政経営課☎内線3301

て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
財
政
力
指
数
は「
１
」
に
近
づ
く
ほ
ど
財
政
力

が
あ
り
、
財
源
に
余
裕
が
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
も
の
で
、

平
成
20
年
度
は
０
・
９
７
９（
前
年
度
０
・
９
７
１
）
と
、

わ
ず
か
な
が
ら
上
昇
し
ま
し
た
。

【
財
政
健
全
化
判
断
比
率
に
つ
い
て
】

　

平
成
20
年
度
決
算
に
基
づ
く
財
政
健
全
化
判
断
比
率

は
、
市
の
一
般
会
計
な
ど
の
実
質
収
支
を
表
す
実
質
赤

字
比
率
、
お
よ
び
市
の
特
別
会
計
の
実
質
収
支
と
一
般

会
計
な
ど
を
合
計
し
た
連
結
実
質
赤
字
比
率
と
も
に
黒

字
と
な
っ
た
た
め
、
こ
れ
ら
２
種
類
の
赤
字
比
率
の
数

値
は
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
市
の
財
政
規
模
に
対
し
て

の
実
質
的
な
負
債
の
負
担
割
合
を
示
す
実
質
公
債
費
比

率
は
、
６
・
２
％
（
前
年
度
７
・
３
％
）
と
な
り
ま
し
た
。

こ
の
比
率
が
高
い
ほ
ど
負
債
の
返
済
に
よ
る
、
財
政
運

営
の
硬
直
性
の
高
ま
り
を
示
す
も
の
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
比
率
が
18
％
を
超
え
る
と
、
地
方
債
発
行
に
国
の

許
可
が
必
要
と
な
り
、
25
％
を
超
え
る
と
地
方
債
の
発

行
が
一
部
制
限
さ
れ
ま
す
。
当
市
で
は
基
準
を
大
き
く

下
回
っ
て
い
ま
す
が
、
今
後
、
市
債
の
残
高
の
状
況
、

各
年
度
の
償
還
状
況
を
し
っ
か
り
把
握
し
、
管
理
を
し

て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
次
に
、
財
政
規
模
に

対
し
て
市
が
将
来
負
担
す
る
べ
き
割
合
を
示
す
将
来
負

担
比
率
は
、
20
・
６
％
（
前
年
度
12
・
６
％
）と
な
り
ま

し
た
。
こ
の
比
率
が
３
５
０
％
を
超
え
る
と
自
主
的
な

改
善
努
力
と
し
て
財
政
健
全
化
計
画
の
策
定
が
義
務
付

け
ら
れ
ま
す
。

　

財
政
健
全
化
法
で
は
、
４
種
類
の
健
全
化
判
断
比
率

ご
と
に
一
定
の
基
準
を
設
け
て
い
ま
す
。
そ
の
基
準
を

上
回
る
財
政
状
況
の
悪
い
自
治
体
は
、
財
政
健
全
化
計

画
を
策
定
・
実
行
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
す
が
、

牛
久
市
は
４
種
類
の
比
率
す
べ
て
に
お
い
て
基
準
を
下

回
っ
て
い
ま
す
。
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民生費

約68,000円（4.8％増）
・障がい者援護サービス

・生活保護費の支給

・保育園の建設・運営費

・児童クラブの運営費

・児童手当、児童扶養手

当の支給

・医療費の助成　など

市民1人当たりの市税額
約149,200円

市民1人当たりの支出額
約266,500円

（人口は平成21年3月31日現在の数字で計算）

平
成
20
年
度
決
算

市
の
お
金
の
使
い
道

市
民
１
人
当
た
り
の
支
出
額（
年
額
）で
見
て
み
る
と
…

土木費　約29,100円（29.5％減）
・排水路・排水溝の整備

・市道整備

・牛久自然観察の森の

維持管理

・牛久駅周辺活性化の

調査検討

　など

総務費　約40,800円（4.8％増）
・人件費

・情報公開推進

・交通安全対策

・地域防犯対策

・広報紙発行

・行政区活動への助成

など

教育費　約50,400円（24.5％増）
・小中学校・市立幼稚園の管理運営

・ひたち野うしく小学校

の建設

・生涯学習講座の開催

・各種スポーツ大会開催

・図書館施設の管理運営

・市内各運動公園の管理

運営

　など

公債費　約29,400円（4.8％増）
・市が、道路や建物など多額の費用が

掛かるものを造る際に借りたお金の

返済に充てら

れます。後の

世 代 を 含 め、

将来に渡って

返済していき

ます。

衛生費　約25,900円（5.5％増）
・ごみ収集・運搬業務の委託

・清掃工場の維持管理

・うしくあみ斎場の運営

・予防接種の実施

・各種検診の実施

・健康づくり体制の整備

・環境対策事業　など

消防費　約12,900円（10.9％減）
・稲敷広域消防の運営経費

・市消防団の運営

・消火栓など消防施設の整備

・自主防災組織の育成経費

・消防車の購入（消防団用）

　など

商工費　約4,400円（16.2％増）
・中小企業に対する資金融資の助成

・ハートフル

クーポン券事

業への助成

・観光協会、商工

会の活動助成

・イルミネー

ション事業へ

の助成　など

議会費など

約2,600円（2.4％減）
・定例会、臨時会、委員会

などの開催

・市政に関する調査研究、

視察

　など

農林水産業費

約3,000円（31.0％増）
・転作指導による計画的な米の出荷

の誘導

・使用済み農業

用廃ビニール・

ポリの回収

・耕作放棄地の

拡大防止

　など

問い合わせ　市行政経営課☎内線3301
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